
　

特
集
号

「
炭
素
循
環
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

 

―
前
編
」

　

 
 

Ｓ
ｕ
ｂ
ｓ
ｔ
ａ
ｎ
ｔ
ｉ
ａ
ｌ 

CO2 

Ｅ
ｍ
ｉ
ｓ
ｓ
ｉ
ｏ
ｎ

　
　

 
 

Ｒ
ｅ
ｄ
ｕ
ｃ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ 

ｏ
ｆ 

Ｃ
ａ
ｒ
ｂ
ｏ
ｎ　

　
　
　

 
 

Ｅ
ｎ
ｅ
ｒ
ｇ
ｙ 

Ｓ
ｙ
ｓ
ｔ
ｅ
ｍ

　
　

エ
ネ
ル
ギ
ー
総
合
工
学
研
究
所

　
　
　

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
試
験
研
究
部

　
　
　

炭
素
循
環
エ
ネ
ル
ギ
ー
グ
ル
ー
プ
部
長　

　
　
　
　
　

橋
﨑　

克
雄

　
　
　
　
　
　

Ｋ
ａ
ｔ
ｓ
ｕ
ｏ 

Ｈ
ａ
ｓ
ｈ
ｉ
ｚ
ａ
ｋ
ｉ

　
　

　
　

▼
は
じ
め
に 

 
 

　
　

▼
日
本
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ロ
ー
構
造
と
CO2

排
出
量

　
　

▼
わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
選
択
肢　

 
 
 ２

０
１
９
（
令
和
元
）
年
５
月
８
日
（
水
曜
日
）
第
７
７
９
４
号

　
　
　
　
　



第７７９４号２０１９年５月８日（水） 電 力 時 事 通 信 第三種郵便物認可

転載・複製禁止　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 2－

▼　

は
じ
め
に

　

18
年
７
月
に
発
表
さ
れ
た
我
が
国
の
第
５
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計

画
で
は
、
30
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
確
実
な
実
現
へ
向
け
た

取
組
み
の
更
な
る
強
化
を
行
う
と
と
も
に
、
新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦

略
と
し
て
50
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
・
脱
炭
素
化
に
向
け
た
挑
戦
が

謳
わ
れ
て
い
る
。
パ
リ
協
定
を
批
准
し
た
日
本
は
中
長
期
計
画
と
し

て
、
「
30
年
度
ま
で
に
CO2
排
出
量
を
13
年
度
比
26
％
減
と
す
る
」
「
50

年
ま
で
に
同
80
％
減
と
す
る
」
な
ど
の
目
標
を
立
て
て
い
る
が
、
そ

の
期
限
は
刻
一
刻
と
迫
り
つ
つ
あ
り
実
用
化
水
準
に
あ
る
技
術
を
駆

使
し
、
経
済
性
に
つ
い
て
は
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
の
よ
う
な
も
の
を
取
り
入

れ
つ
つ
社
会
実
装
可
能
な
分
野
か
ら
早
期
実
行
に
移
し
て
い
く
状
況

下
に
来
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

日
本
の
CO2
排
出
量
は
、
年
間
12
・
７
億
ｔ
（
14
年
度
）
に
上
り
、

中
国
、
ア
メ
リ
カ
、
イ
ン
ド
、
ロ
シ
ア
に
次
ぐ
世
界
第
５
位
の
排
出

量
で
あ
る
。
そ
の
削
減
対
策
と
し
て
こ
れ
ま
で
「
CO2
固
定
化
有
効
利

用
分
野
の
技
術
戦
略
マ
ッ
プ
２
０
１
０
（
経
産
省
）
」
を
基
に
、
CO2

分
離
回
収
を
含
む
Ｃ
Ｃ
Ｓ
（C

a
r
b
o
n
 
C
a
p
t
u
r
e
 
a
n
d
 
S
t
o
r
a
g
e

）

技
術
の
開
発
、
人
工
光
合
成
技
術
や
藻
類
バ
イ
オ
燃
料
製
造
な
ど
の

Ｃ
Ｃ
Ｕ
（C

a
r
b
o
n
 
C
a
p
t
u
r
e
 
a
n
d
 
U
t
i
l
i
z
a
t
i
o
n

）
技
術
の
開
発

が
行
わ
れ
て
き
た
。
Ｃ
Ｃ
Ｓ
技
術
は
大
量
の
CO2
処
理
が
可
能
で
あ
り
、

「
全
国
貯
留
層
賦
存
量
調
査
（
Ｒ
Ｉ
Ｔ
Ｅ
）
」
な
ど
の
報
告
書
に
因
れ

ば
日
本
の
貯
留
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
は
凡
そ
１
４
６
１
億
ｔ-

CO2
と
の
報

告
も
あ
る
。
単
純
計
算
上
は
１
０
０
年
以
上
対
応
可
能
な
技
術
で
は

あ
る
が
、
現
状
圧
入
圧
は
20
Ｍ
Pa
程
度
と
高
く
、
そ
の
動
力
を
配
慮

す
る
と
貯
留
実
効
量
は
小
さ
く
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
や
、
貯
留
後
の

維
持
・
監
視
費
用
も
継
続
的
に
発
生
し
、
コ
ス
ト
と
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー

価
格
に
付
加
さ
れ
続
け
ら
れ
る
だ
け
で
、
そ
こ
に
は
新
た
な
価
値
が
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生
ま
れ
る
訳
で
は
な
い
た
め
、
サ
ス
テ
ィ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
の
観
点
か
ら

も
同
量
規
模
の
CO2
処
理
が
可
能
な
Ｃ
Ｃ
Ｕ
技
術
の
確
立
が
望
ま
れ
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
大
量
の
CO2
排
出
量
削
減
の
実
現
に
向

け
人
為
的
に
極
め
て
短
い
タ
イ
ム
ス
パ
ン
で
CO2
を
リ
サ
イ
ク
ル
利
用

す
る
炭
素
循
環
（A

n
t
h
r
o
p
o
g
e
n
i
c
 
C
a
r
b
o
n
 
C
y
c
l
e

：
Ａ
Ｃ
Ｃ
）

エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
検
討
は
非
常
に
有
用
と
思
わ
れ
る
。

　

そ
の
た
め
に
は
、
ま
ず
日
本
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ロ
ー
構
造
を

十
分
理
解
し
た
上
で
効
果
的
な
手
段
を
検
討
す
る
必
要
性
が
あ
る
。

▼　

日
本
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ロ
ー
構
造
と
CO2
排
出
量

　

日
本
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
は
、
石
油
約
９
０
０
０
PJ
、
天

然
ガ
ス
約
５
０
０
０
PJ
、
石
炭
約
４
２
０
０
PJ
、
そ
の
他
も
含
め

約
２
０
０
０
０
PJ
で
あ
る
（
15
年
）
。
こ
れ
は
中
国
、
米
国
、
イ
ン

ド
、
ロ
シ
ア
に
次
ぐ
世
界
第
５
位
の
消
費
量
で
あ
る
も
の
の
、
そ
の

自
給
率
は
７
％
強
と
低
く
、
そ
れ
ゆ
え
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は

国
際
情
勢
の
影
響
を
受
け
や
す
い
環
境
に
あ
る
。
最
終
的
に
は
、
産

業
分
野
で
約
３
４
５
０
PJ
、
輸
送
分
野
で
約
３
０
０
０
PJ
、
民
生
用

途
を
含
む
そ
の
他
で
約
４
１
５
０
PJ
、
非
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
で
約

１
６
５
０
PJ
が
消
費
さ
れ
、
こ
の
う
ち
大
き
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
ロ
ス
と

し
て
約
４
０
０
０
PJ
が
発
電
プ
ロ
セ
ス
で
失
わ
れ
る
構
図
と
な
っ
て

い
る
（
図
１
、
図
２
）
。

　

そ
れ
ゆ
え
、
日
本
で
は
長
ら
く
発
電
の
高
効
率
化
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

が
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
削
減
、
そ
れ
に
よ
る
CO2
排
出
量
の

削
減
に
大
き
く
寄
与
し
て
き
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
CO2
排
出
量
を
30

年
度
に
26
％
減
や
、
50
年
ま
で
に
80
％
減
と
す
る
こ
と
は
、
も
は
や

従
来
技
術
の
延
長
線
上
で
は
成
し
得
な
い
目
標
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、
今
回
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
に
お
い
て
は
、
再
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生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
主

力
電
源
と
し

て
い
く
こ
と

が
記
さ
れ
て

い
る
。
再
エ

ネ
電
力
の
増

大
は
、
産
業

分
野
の
生
産

プ
ロ
セ
ス
の

変
更
、
電
化

が
難
し
い
状

況
に
お
い
て

は
、
輸
送
分

野
と
民
生
分

野
で
そ
の
電

力
を
消
費
し

て
い
か
ざ
る

を

得
な
い
。

す
な
わ
ち
、

電
気
自
動
車

の
普
及
と
住

宅
・
業
務
機

器
の
電
化
で
あ
る
。
但
し
、
電
気
自
動
車
に
つ
い
て
は
、
中
・
長
距

離
バ
ス
や
ト
ラ
ッ
ク
、
い
わ
ゆ
る
ヘ
ビ
ー
デ
ュ
ー
テ
ィ
ユ
ー
ス
の
大

型
車
両
ま
で
も
が
電
動
化
さ
れ
る
と
は
考
え
難
い
。

　

日
本
の
部
門
別
CO2
排
出
量
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
分
野
で
約
4.8
億

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
I E A I A E  

 

図１　日本のエネルギーフロー構造（その１）

 出典）IEA データより IAE が作成
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ｔ
、
産
業

分
野
で
約

3.6

億

ｔ
、

運
輸
分
野

で
約
２
億

ｔ
、
民
生

用
途
を
含

む
そ
の
他

で
約
1.2
億

ｔ
、
非
エ

ネ
ル
ギ
ー

分
野
で
約

0.8
億
ｔ
と

な
っ
て
い

る
。
今
後
、

す
べ
て
の

分
野
で
CO2

排
出
量
削

減
に
向
け

「

電

化

」

が
進
ん
で

い
く
こ
と

は
疑
う
余

地
の
無
い

と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
最
後
ま
で
化
石
燃
料
に
依
存
し
続
け
ざ
る
を
得

な
い
産
業
分
野
と
大
型
車
両
の
輸
送
分
野
の
CO2
排
出
量
を
如
何
に
削

減
し
て
い
く
か
は
大
き
な
課
題
と
な
ろ
う
。

 

I E A I A E

図２　日本のエネルギーフロー構造（その２）

 出典）IEA データより IAE が作成
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▼　

我
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
選
択
肢

　

前
述
の
よ
う
な
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ロ
ー
に
対
し
、
第
５
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
策
定
の
中
で
、
将
来
の
脱
炭
素
化
、
低
炭
素
化

を
目
指
し
野
心
的
な
複
数
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
選
択
肢
が
描
か
れ

て
い
る
（
図
３
）
。

　

こ
れ
ら
の
選
択
に
お
い
て
、
我
が
国
の
再
エ
ネ
導
入
可
能
量
に

つ
い
て
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、

環
境
省
に
よ
り
09
～
16
年
度
に
「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
ポ

テ
ン
シ
ャ
ル
調
査
」
が
行
わ
れ
て
お
り
、
こ
れ
に
因
れ
ば
、
条
件

は
様
々
あ
る
が
、
①
太
陽
光
１
７
４
８
万
㎾
（
年
間
発
電
量
74　
PJ
）

程
度
、
②
陸
上
風
力
２
億
７
０
７
万
㎾
（
年
間
発
電
量
１
９
９
３

PJ
）
程
度
、
③
洋
上
風
力

1
億
１
３
９
６
万
㎾
（
年

間
発
電
量
１
２
７
６
PJ
）

程
度
―
の
設
備
容
量
が
導

入
可
能
と
推
測
さ
れ
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
そ
も

そ
も
日
本
の
電
力
需
給
容

量
は
約
1
億
㎾
前
後
で
あ

り
、
そ
れ
を
越
え
る
容
量

に
つ
い
て
は
、
出
力
抑
制

や
蓄
電
、
H2
転
換
な
ど
の

蓄
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
必
要
と

な
る
。

　

例
え
ば
、
陸
上
風
力
の

導
入
可
能
量
に
対
し
日
本

の
電
力
供
給
容
量
を
超
え

 

5

図３　我が国のエネルギー供給の選択肢

出典）第 5次エネルギー基本計画（案）より抜粋
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る
年
間
発
電
量
の
約
半
分
の
１
０
０
０
PJ
を
天
候
に
応
じ
、
凡
そ
１

日
毎
に
充
放
電
を
繰
り
返
す
蓄
電
池
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
よ
う
と
し

た
場
合
、
約
２
８
０
兆
円
（
蓄
電
池
シ
ス
テ
ム
コ
ス
ト
＠
10
万
円
／

kWh
）
の
費
用
が
必
要
と
試
算
さ
れ
る
。
こ
れ
に
陸
上
風
力
設
備
の
費

用
約
62
兆
円
（
風
車
コ
ス
ト
＠
30
万
円
／
㎾
）
を
加
え
る
と
、
再
エ

ネ
シ
ス
テ
ム
と
し
て
は
ト
ー
タ
ル
で
凡
そ
３
４
２
兆
円
が
必
要
と
な

る
。

　

陸
上
風
力
の
導
入
可
能
量
に
対
し
日
本
の
電
力
需
給
容
量
を
超

え
る
年
間
発
電
量
の
約
半
分
の
１
０
０
０
PJ
を
H2
転
換
し
た
場
合
、

発
生
H2
量
は
約
５
６
０
億
Nm3
／
年
（
H2
製
造
原
単
位
＠
５
kWh
／
Nm3
）

と
な
る
。
こ
れ
が
凡
そ
1
日
毎
に
H2
発
生
し
積
算
さ
れ
た
量
と
仮

定
す
る
と
、
水
電
解
設
備
費
は
約
１
４
６
兆
円
（
水
電
解
設
備
費

＠
26
万
円
／
Nm3
）
と
試
算
さ
れ
る
。
こ
れ
に
前
述
陸
上
風
力
設
備
の

費
用
を
加
え
る
と
、
再
エ
ネ
シ
ス
テ
ム
と
し
て
は
ト
ー
タ
ル
で
凡
そ

２
０
８
兆
円
が
必
要
と
な
る
。

　

但
し
、
洋
上
風
力
も
含
め
、
陸
上
風
力
の
導
入
可
能
量
の
約
８
割

は
北
海
道
に
偏
在
し
て
お
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
大
消
費
地
で
あ
る
関
東

圏
ま
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
輸
送
し
、
上
述
再
エ
ネ
シ
ス
テ
ム
を
実
現
し

よ
う
と
す
る
と
、
系
統
費
用
（
含
、
土
地
代
、
周
波
数
変
換
設
備
な
ど
）

や
H2
ガ
ス
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
な
ど
の
H2
輸
送
費
用
を
さ
ら
に
積
算
す
る

必
要
が
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
輸
送
を
避
け
た
い
の
で
あ
れ
ば
、
首
都

を
北
海
道
に
移
す
し
か
な
い
。
日
本
は
こ
の
よ
う
に
再
エ
ネ
利
用
に

対
し
、
地
勢
学
的
に
非
常
に
不
利
な
状
況
に
あ
る
。

　

な
お
、
こ
の
時
の
CO2
排
出
の
削
減
量
は
、
発
電
プ
ロ
セ
ス
か
ら
排

出
さ
れ
る
CO2
量
の
半
分
強
の
約
2.3
億
ｔ
に
相
当
す
る
。

　

海
外
で
は
現
在
、
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
と
し
て
動
い
て
い
る
も
の
に
、
豪
州
の
褐
炭
を
ガ
ス
化
し
て
H2
を
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製
造
し
、
日
本
に
輸
送
し
て
利
用
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
あ
る
。
本

シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
、
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
「
水
素
チ
ェ
ー
ン
モ
デ
ル
の
実

現
可
能
性
に
関
す
る
調
査
研
究
」
の
中
で
詳
し
く
検
討
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
中
で
、
25
年
の
商
用
化
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
22
万
５
５
４
０
ｔ

／
年
の
H2
の
日
本
へ
の
揚
荷
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
H2
量
で
発

電
し
た
電
力
量
は
、
現
在
の
日
本
の
発
電
電
力
量
の
約
0.5　
％
に
相
当

す
る
。

　

こ
の
時
に
要
す
る
費
用
は
、
同
調
査
研
究
報
告
書
の
中
に
お
い

て
、
流
動
床
ガ
ス
化
炉
（
固
定
費
）
で
７
４
３
６
億
円
（
含
、
水
素

製
造
プ
ラ
ン
ト
、
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
、
液
化
プ
ラ
ン
ト
、
積
荷
基
地
、

液
体
H2
輸
送
船
な
ど
）
、
年
経
費
（
変
動
費
）
４
５
０
億
円
（
含
、

褐
炭
、
CO2
貯
留
費
、
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
な
ど
）
と
な
っ
て
い
る
。
さ

ら
に
、
H2
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
コ
ン
バ
イ
ン
ド
が
、
現
状
の
天
然
ガ
ス
焚

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
コ
ン
バ
イ
ン
ド
並
み
（
12
万
円
／
㎾
、
発
電
効
率

60
％
、
設
備
利
用
率
70
％
を
前
提
）
の
設
備
費
で
出
来
た
と
し
て
、

約
１
０
５
０
億
円
程
度
を
要
す
る
計
算
と
な
る
。
す
な
わ
ち
、
日
本

の
発
電
電
気
量
の
約
0.5
％
を
賄
う
た
め
に
ト
ー
タ
ル
約
９
０
０
０
億

円
の
費
用
を
要
す
。

　

ま
た
、
こ
の
時
の
発
電
量
に
つ
い
て
、
石
炭
火
力
に
代
替
し
て
H2

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
コ
ン
バ
イ
ン
ド
を
導
入
し
た
場
合
、
CO2
の
削
減
量
は

約
４
５
０
万
ｔ
と
な
る
（
石
炭
火
力
CO2
排
出
原
単
位
：
８
６
０
ｇ
／

kWh
と
仮
定
）
。
現
在
、
石
炭
火
力
か
ら
排
出
さ
れ
る
約
2.7
億
ｔ
の
CO2

を
全
て
H2
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
コ
ン
バ
イ
ン
ド
で
削
減
し
よ
う
と
し
た
場

合
、
単
純
に
約
60
倍
の
H2
量
約
１
４
０
０
万
ｔ
、
お
よ
び
設
備
費
用

約
54
兆
円
が
必
要
に
な
る
試
算
と
な
る
。

　

な
お
、
こ
れ
に
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
開
発
費
用
を
別
途

要
す
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。　
　
　
　
　

（
後
編
に
続
く
）


